
次世代育成支援対策推進法及び女性活躍推進法に基づく行動計画 

 

【対象期間】 

2026 年 4 月～2028 年 3 月末 

 

【次世代育成支援対応策】 

▽妊娠中の労働者及び子育てを行う労働者等の家庭と仕事の両立支援 

・妊娠中や出産後の女性労働者の健康確保について、労働者に対する制度の通知や情報提供

および相談体制整備の実施 

▽多様な労働条件の整備 

・テレワーク等の場所にとらわれない働き方の導入 

・仕事優先の意識や固定的な性別分担役割意識の是正のための情報提供・研修の実施 

 

【育児休業等取得に関する数値目標】 

・男性育児休業取得者 1 名 

 

【女性活躍推進対応策】 

▽セクシャルハラスメント等に関する各種相談窓口への相談状況 

・社内のハラスメント防止委員会を周知し、相談しやすい体制を構築する 

▽労働者の各月ごとの平均残業時間等の労働時間（健康管理時間）の状況 

・全社及び部署ごとの残業時間削減目標（平均 20％）を可視化し、フォローする 

 

【実際の取り組み】 

・両立支援コーディネーターを選任（2 人）し、次世代育成支援プログラムを基に個別に対

応している 

 

【女性の活躍に関する情報】※2025 年 4 月現在 

 

以上 

 

全労働者 男 632 女 342 35.11% 男 150,320 女 86,453 男 12.48 女 18.40

正社員 男 115 女 5 4.17% 男 397,447 女 380,080 男 23.84 女 25.30

ﾊﾟｰﾄ･有期社員 男 517 女 337 39.46% 男 95,350 女 82,097 男 9.95 女 18.30

・従業員数に占める女性管理職割合　0％

（男性管理職数 28人、女性管理職数0人）

2025年4月1日現在

平均勤続区分 賃金の差異労働者数(人数および女性割合）


